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川崎市多摩市民館 指定管理者募集要項 
 

１ 指定管理者制度導入の目的 

  川崎市多摩市民館（以下「多摩市民館」という。）は、「川崎市市民館条例（昭和４７年

川崎市条例第３８号。以下「条例」という。）」第１条の規定に基づき、市民のために、実

生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もって市民の教養の向上を

図ることを目的に設置された施設です。 

  この設置目的をより効果的・効率的に達成することと併せて、民間事業者のノウハウ等

を活用したサービスの向上が図られることを期待して、多摩市民館に指定管理者制度を

導入することとし、次のとおり指定管理者を募集します。 

  

２ 施設の概要 

名 称 多摩市民館 

所在地 川崎市多摩区登戸１７７５番地１ 

開設年月 昭和４７（１９７２）年９月（平成９（１９９７）年１月移転） 

構 造 鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造 

規 模 
地下２階、地上１２階、塔屋１階のうち、１階、２階、３階、４階

及び５階（一部） 

建築面積 ４，６５２．７４㎡ 

延床面積 
２７，８７１.８０㎡（多摩区総合庁舎全体） 

６，４３８.００㎡（多摩市民館の専有面積） 

施 

設 

内 

容 

高層棟２階 市民ギャラリー、グループ室、事務室 ほか 

高層棟３階 大会議室、視聴覚室、体育室 ほか 

高層棟４階 会議室（６） ほか 

高層棟５階 和室、料理室、実習室、学習室（２）、児童室 ほか 

低層棟１階 ホール（非常階段 ほか） 

低層棟２階 ホール（ホワイエ、舞台、客席、楽屋（３）、主催者控室 ほか） 

低層棟３階 ホール（客席、親子室（２）、楽屋（１）、リハーサル室 ほか） 

低層棟４階 ホール（音響調整室、映写室、調光室、控室 ほか） 

低層棟５階 ホール（舞台上部吹抜 ほか） 
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３ 利用時間及び休館日 

利用時間 
午前９時から午後９時まで 

ただし、施設内への入館は午前８時３０分からとします。 

休館日 

（１）毎月第３月曜日。ただし、「国民の祝日に関する法律（昭和２

３年法律第１７８号）」に規定する休日（以下「休日」という。）

に当たるときは、当該日の直後の休日でない日 

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

（３）指定管理者は、必要と認めるときは、あらかじめ教育委員会

の承認を得て、市民館の利用時間を変更し、又は市民館を臨

時に開館し、若しくは休館することができます。 

 ※上記のとおり条例で利用時間や休館日を定めていますが、利用時間や休館日に関する

提案も市民の利便性向上等に寄与する内容であれば可能とします。提案内容によって

は条例改正や区役所との調整を行った上で実施となります。また、提案は指定管理業務

となり指定管理料の範囲内での実施となります。 

   

４ 指定期間 

  令和８（２０２６）年４月１日から令和１３（２０３１）年３月３１日まで（５年間）

とします。ただし、管理を継続することが妥当でないと認める場合には、指定管理者の指

定を取り消すことがあります。 

 

５ 募集のスケジュール 

募集の公告 令和７(2025)年 ４月 ４日（金） 

募集要項等の配布 
令和７(2025)年 ４月 ４日（金）から 

令和７(2025)年 ６月 ６日（金）まで 

現地見学会・説明会の参加申込 
令和７(2025)年 ４月 ４日（金）から 

令和７(2025)年 ４月１４日（月）まで 

現地見学会・説明会 令和７(2025)年 ４月２１日（月） 

募集要項等に関する質問の受付期間 
令和７(2025)年 ４月 ４日（金）から 

令和７(2025)年 ４月２５日（金）まで 

募集要項等に関する質問への回答 令和７(2025)年 ５月１６日（金）まで 

応募書類の提出期間 

令和７(2025)年 ５月１９日（月）午前９

時から令和７(2025)年６月６日（金）午後

５時まで 

応募書類を提出した法人等（以下「法人等」

という。）による提案説明、教育委員会事務局

民間活用事業者選定評価委員会（以下「評価

委員会」という。）による審査 

令和７(2025)年 ７月上旬予定 

選定結果の通知 令和７(2025)年 ７月下旬予定 

指定管理者の指定 令和７年第３回市議会定例会 

協定の締結 令和７(2025)年１０月以降予定 
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６ 応募要件 

次の要件を満たす法人その他の団体（以下「法人等」という。）は応募することができ

ます（法人格の有無は問いません。）。また、同一法人等による複数の応募はできません。

複数の法人等が共同事業体を結成又は特別目的会社等の設立を予定して、グループで応

募する場合は、その構成員全員が応募資格を有するものとします。 

（１）応募資格 

ア 法人等又はその代表者が契約を締結する能力を有する者又は破産者で復権を得て

いる者 

イ 「地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）」第１６７条の４第２項の規定によ

り川崎市（以下「市」という。）における一般競争入札の参加を制限されていない者 

ウ 市から指名停止処分を受けていない者 

エ 法人等又はその代表者が地方税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない 

  者 

オ 「会社更生法（平成１４年法律第１５４号）」に基づく再生手続き開始の申立をして

いない者又は「民事再生法（平成１１年法律第２２５号）」に基づく再生手続き開始

の申立をしていない者 

カ 市と神奈川県警察との間で締結する「指定管理者制度における暴力団排除に関する

合意書」において排除措置の対象者とされていない者 

※排除措置の対象となる場合 

（ア）法人等の役員等経営に関与する者（以下「役員等」という。）に、暴力団員又は

暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者（以下「暴力団員等」とい

う。）が含まれている場合 

（イ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等を使用している場合 

（ウ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の

利益を供与している場合 

（エ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な交際をしている場合 

（オ）法人等又は役員等が暴力団又は暴力団員等が実質的に支配している法人その他

の団体を利用している場合 

キ コンプライアンスに関する規定（行動指針や推進体制等、コンプライアンスの取組

に関する基本事項を定めたもの）を有している者 

ク グループで応募する場合は、その構成員全てが上記ア～キの要件を満たすこととし

ます。 

（２）グループの構成法人等（代表となる法人等を含む。）に関する条件 

ア グループの構成法人等全てが「６（１）応募資格」に掲げる各条件を満たす必要が

あります。 

イ 応募書類の提出後、指定管理者に指定された場合は当該指定管理者の債務の履行終

了まで、指定管理者とならなかった場合は選定結果の通知を得るまで、グループの

代表法人等及び構成法人等の変更は原則として認めません。ただし、事前に市の承

認を受けた場合は、この限りではありません。 

ウ 指定管理者に指定された場合は、グループの構成法人等は指定管理者としての業務

の遂行及び業務の遂行に伴う債務の履行に関し、連帯して責任を負います。 

エ グループの構成法人等は、その法人等単独又は異なるグループの構成法人等として
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応募することはできません。 

（３）応募に係る留意事項 

ア 応募１法人等（グループ）につき、事業計画書の提出は１組とし、複数の提案はで

きません。 

イ 指定管理者の審査に係る評価委員会の委員に対して、本件提案についての接触を禁

止します。接触の事実が認められた場合は失格となる場合があります。 

  ウ 応募書を提出した後に辞退する場合には、辞退届（様式１１）を提出してください。 

 

７ 募集要項等の配布方法 

  募集要項等については、原則、市ホームページ上での配布のみとします。 

ただし、ダウンロードできない事由がある場合は、「２９ 問い合せ先（１５ページに記

載）」に御相談ください。 

 

８ 現地見学会・説明会の開催 

  現地見学会・説明会を次のとおり開催します。 

（１）開催日時 

   令和７（２０２５）年４月２１日（月）午後３時３０分から午後５時まで 

（２）現地見学会・説明会会場 

   多摩市民館（川崎市多摩区登戸１７７５番地１） 

（３）参加申込 

   現地見学会・説明会参加申込書（様式９）にて、必要事項を記入の上、電子メールで 

申し込みください。 

ア 申込期限 

令和７（２０２５）年４月４日（金）から令和７（２０２５）年４月１４日（月）

まで（必着） 

イ 申込先 

「２９ 問い合せ先（１５ページに記載）」宛て 

ウ 申込方法 

電子メールの件名は、「指定管理者募集現地見学会説明会申込」とし、開封確認等で

着信を確認してください。なお、市の電子メールソフトでは、次の拡張子による添

付ファイルの送受信が禁止されておりますので、添付の際には御注意ください。 

【送受信を禁止する添付ファイルの拡張子】 

      lzh、sit、tar、cah、rar、iso、拡張子なし 

エ その他 

当日、募集要項、仕様書等は配布しませんので、必要に応じて持参してください。 

 

９ 質問等の受付 

指定管理者の募集（募集要項、仕様書等の内容）に関する質問及び必要な資料要求等は、

次のとおり受け付けます。電話、来訪等による質問は受け付けません。 

（１）受付期間 

令和７（２０２５）年４月４日（金）から令和７（２０２５）年４月２５日（金）ま

で（必着） 
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（２）受付方法 

質問書（様式１０）に、質問事項、必要な資料の内容等を明記の上、電子メールにて

送付してください。また、電子メール送付の際は、件名を「指定管理者募集質問事項」

とし、開封確認等で着信を確認してください。 

（３）送付先 

「２９ 問い合せ先（１５ページに記載）」宛て 

（４）回答方法 

令和７（２０２５）年５月１６日（金）までに市ホームページに質問及び回答等を 

掲示します。また、回答の内容は、本募集要項、仕様書等と同等の効力を有するもの

とします。 

 

１０ 応募書類の提出 

   次により応募書類を提出してください。 

（１）提出の方法等 

  ア 提出期間 

令和７（２０２５）年５月１９日（月）午前９時から令和７（２０２５）年６月６

日（金）午後５時まで（必着） 

イ 提出方法 

応募書類の提出については、原則として「オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）」

を使用して提出してください。市ホームページから「オンライン手続かわさき」を

検索するとオンライン手続かわさきポータルサイト（外部サイト）のページが閲覧

できます。オンライン申請が困難な場合は、書面による提出も可能です。ただし、

郵送、電子メール、ＦＡＸ等での受け付けはできません。なお、書面による提出の

際は、事前に「２９ 問い合せ先（１５ページに記載）」宛てに電話で日時を予約の

上、持参してください。 

（「オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）」は、２０ファイルまで添付でき、１つ

のファイルの大きさは、１０ＭＢまでです。合わせて１００ＭＢまで添付できます。

ファイルは、ＰＤＦで添付してください。） 

ウ 提出部数 

電子データ１式（書面提出の場合は正本１部、副本１２部（副本は正本の写し   

を可とします。）） 

  エ 書面による提出場所 

川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所南庁舎４階 

川崎市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習推進課（事業調整担当） 

（２）応募書類 

ア 川崎市多摩市民館指定管理者応募書（様式１） 

イ 共同事業体協定書兼委任状（様式２－１）及び共同事業体連絡先一覧（様式２－２） 

※共同事業体の場合のみ 

ウ 川崎市多摩市民館事業計画書（様式７～様式７－１７） 

※評価委員会では、応募者名（会社名・団体名等）を除して審査を行います。その

ため、応募者名のわかる部分を黒塗りにした事業計画書を副本として提出してく

ださい。 
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エ 収支予算書及び収支に関すること（様式８－１～様式８－３） 

オ 法人等に関する書類 

グループによる応募の場合は、代表法人等のみでなく、各構成法人等についてもそ

れぞれ提出してください。 

（ア）法人等の定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、こ

れらに相当する書類） 

（イ）令和６（２０２４）年度における財産目録、貸借対照表及び損益計算書若しくは

活動計算書又は収支計算書。ただし、令和７（２０２５）年度に設立された法人

等にあっては、設立時の財産目録。 

令和６（２０２４）年度分が提出できない場合は、令和５（２０２３）年度分 

（ウ）直近２年度の法人等の事業計画書及び活動予算書又は収支予算書 

（エ）役員名簿及び履歴書 

（オ）組織及び運営に関する事項を記載した書類 

（カ）現に行っている業務の概要を記載した書類 

（キ）法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書、市内に事業所を有する場合は、川

崎市税の納税証明書（直近２年分） 

（ク）応募団体の概要（様式３）    

（ケ）誓約書（様式４） 

（コ）指定管理者制度における暴力団排除に関する合意書に基づく個人情報の外部提

供同意書（様式５） 

（サ）コンプライアンス（法令遵守）に関する申告書（様式６） 

「２６ コンプライアンス（法令遵守）に関すること（１３ページに記載）」参照 

（シ）コンプライアンスに関する規定（行動指針や推進体制等、コンプライアンスの取

組に関する基本事項を定めたもの） 

カ その他必要と認める書類 

選定審査のため市が必要と認めた場合は、応募書類の提出後に資料等の提出を求め

る場合があります。 

（３）応募状況の公表 

市は、多摩市民館の指定管理者の募集に係る応募状況について、市ホームページ等に

より公表します。 

（４）応募書類に関する留意事項 

ア 提出された書類の内容を変更することはできません。ただし、市から書類の不足、

不備の補完、内容不明点の回答のほか、追加資料の提出を求める場合は、この限り

ではありません。 

イ 応募書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。 

ウ 応募書類は理由にかかわらず返却しません。 

エ 応募に関して必要となる費用は、応募者の負担とします。 

オ 応募書類は、「川崎市情報公開条例（平成１３年川崎市条例第１号）」に基づき、公

文書開示請求があった場合、おおむね次により対応します。 

（ア）指定管理者に指定された応募者の応募書類 

原則として、全部開示となります。ただし、企業秘密と認められる部分を除きま

す（該当部分を黒塗りし、開示する取扱いとなります。）。 
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（イ）指定管理者に指定されなかった応募者の応募書類 

提案内容並びに企業秘密と認められる部分を除き、開示となります。応募書類の

うち大部分が開示対象外（黒塗り）となる場合も考えられますが、応募書類その

ものは開示の取扱いとなります。 

 

１１ 応募者の他施設状況の確認 

応募者が指定管理業務として管理を行っている同種の施設がある場合は、市職員が

当該施設を訪問する等、必要に応じて、次について確認します。 

訪問日時については、調整させていただきます。 

（１）利用者の視点から適切に業務を行っているか。 

（２）市に提出された提案書と整合性が取れているか。 

（３）安全・衛生に配慮して管理されているか。 

（４）施設の設置目的に照らし、適切に業務を行っているか。 

（５）その他施設の目的に沿った運営がなされているか。 

 

１２ 選定方法 

学識経験者等からなる評価委員会において、応募者から提出された事業計画書等を

踏まえた提案に基づき審査が行われ、その審査結果を参考に、市長が指定管理予定者を

最終決定します。その後、議会の議決を経て、市が指定します。なお、応募者は評価委

員会の中で提案内容のプレゼンテーションを実施します。プレゼンテーション資料に

ついては、別途調整の上、お知らせします。 

なお、本件の募集に伴い指定管理予定者の審査に係る評価委員会の委員に対して、本

件についての接触を禁じます。また、接触の事実が確認できた場合は、失格となる場合

があります。 

 

評価委員会                        （敬称略、５０音順） 

氏  名 所  属  等 

荻野 亮吾 日本女子大学人間社会学部准教授 

齋藤 博 東洋大学福祉社会デザイン学部准教授 

柴田 彩千子 東京学芸大学総合教育科学系教授 

志村 恵美子 公認会計士、税理士 

野口 武悟 専修大学文学部教授 

 

１３ 選定基準 

選定基準の主な項目と配点は次のとおりとします。配点合計の６０％を基準点とし、

基準点未満の場合は失格とします。 

（１）事業目的の達成とサービス向上への取組について（配点５０％程度） 

ア 施設の管理運営に対する考え方 

イ 市民館での幅広い市民に対する社会教育振興事業の考え方 

ウ 市民館での集客力の向上及び施設の有効活用の考え方 

エ 広報に関する考え方 
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オ 自主事業の考え方 

カ 利用時間等の考え方 

キ 市民、地域、学校等との協働・連携・協力の考え方 

（２）事業経営計画と管理経費縮減等への取組について（配点２７％程度） 

ア 収支計画の考え方 

イ 利用料金の考え方 

ウ 管理経費の縮減に対する考え方 

エ 施設設備の維持管理、保守・点検の考え方 

オ 職員配置計画の考え方 

カ 有資格者配置の人数・割合 

（３）事業の安定性・継続性の確保への取組について（配点１０％程度） 

  ア 職員研修の考え方 

  イ 危機管理の考え方 

ウ 利用者意見等の把握及びセルフモニタリング等の考え方 

（４）応募団体自身について（配点７％程度） 

ア 事業者の財務状況 

イ 事業者の運営実績 

（５）応募団体の取組について（配点７％程度） 

ア 市内事業者活用の考え方 

イ コンプライアンス（法令遵守）や個人情報保護の考え方 

 

１４ 選定手続 

（１）資格審査 

   応募資格について審査します。 

（２）審査書類 

   応募書類等の内容について審査します。 

（３）プレゼンテーション及びヒアリング 

  ア 実施日時 令和７（２０２５）年７月上旬予定（詳細は別途通知します。） 

  イ 実施場所 別途通知します。 

ウ 実施方法  

応募者から評価委員会に対し、プレゼンテーションを行っていただき、応募書類等

の内容や法人等の経営状況などについてヒアリングを行います。 

 

１５ 選定結果 

選定結果については、書面にて通知します。公平性、透明性等の確保を図るため、選

定結果及び審査内容の概要並びに選定された団体の提案内容については市ホームペー

ジ等に公表します。ただし、「川崎市情報公開条例」に基づき、一部非公開となる場合

があります。なお、選定結果については、基準点未満の法人等についても選定結果や法

人等名が公表される場合があります。 
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１６ 協定に関すること 

（１）協定の締結 

議会の議決により、指定管理予定者が指定管理者として承認された後、市と指定管理

者は、仕様書や提案書に沿って協議を行い、協議成立後、指定期間を通じての基本的

事項を定めた基本協定書と、各年度の事業実施に係る事項を定めた年度協定書を締

結します。なお、指定管理者がグループである場合には、協定の締結時に構成する全

ての法人等の同意書を代表法人等が取りまとめて提出します。 

選定の結果、第１順位の指定管理予定者が理由なく調整に応じない場合は、調整を打

ち切る旨の通知を行い、第２順位の指定管理予定者と調整を行います。 

（２）協定書に盛り込む主な事項 

ア 指定期間に関する事項 

イ 事業計画及び事業報告に関する事項 

ウ 管理者の配置 

エ 施設又は設備の利用許可に関する事項 

オ 施設、設備、備品の管理に関する事項 

カ 指定管理料に関する事項 

キ 利用料金に関する事項 

ク リスク分担に関する事項 

ケ 個人情報保護に関する事項 

コ 情報公開に関する事項 

サ モニタリング・評価に関する事項 

シ 作業報酬の支払いに関する事項 

ス コンプライアンス（法令遵守）に関する事項 

セ 損害賠償に関する事項 

ソ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

タ 業務の継続性の確保に関する事項 

チ 業務の引継ぎに関する事項 

ツ 市内中小企業の活用推進に関する事項 

テ 「川崎市契約条例（昭和３９年川崎市条例第１４号）」第７条に規定する作業報酬に

関する事項 

ト その他市が必要と認める事項 

    

１７ 指定管理者が行う業務 

指定管理者が行う業務は次のとおりとします。なお、業務の詳細は「川崎市多摩市民

館指定管理業務仕様書」に定めるものとします。 

（１）施設全般の管理運営に関する業務 

（２）市民館の運営に関する業務 

（３）施設の維持管理に関する業務 

（４）施設の清掃に関する業務 

（５）廃棄物の管理・処理業務 

（６）川崎市社会教育委員会議が設置する川崎市社会教育委員会議多摩市民館専門部会に

関する業務 
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（７）その他施設の管理運営に関して、市が必要と認める業務 

 

１８ 自主事業 

自主事業として、あらかじめ市にその内容を提案し、市の承認を得た上で、指定管理

経費以外の自己資金により、事業を実施することができます。また、指定管理者は、自

主事業において受講料等を徴収し、指定管理者の収入にすることができます。 

 

１９ 指定管理業務に係る経費 

（１）指定管理料 

予定される指定期間５年間の経費見積書の提案を基本として、５年間の各会計年度

（４月１日から翌年３月３１日まで）の指定管理料を年度協定書に定め、年度ごとに

支払うこととします。 

なお、指定管理料については、会計年度ごとに、指定管理者から提出された収支計画

等を踏まえ、市議会による予算の議決を経て、次年度の年度協定を締結する中で決定

します。また、支払いの時期や支払方法の詳細については、年度協定書で定めます。 

上限額 

（５年間の総額） 

６５９，０４５千円（消費税及び地方消費税額含む。） 

【参考】１年平均１３１，８０９千円 

 

（２）指定管理料の精算 

指定管理業務を市が示した基準どおりに実施する中で、利用料金収入の増加、コスト

の縮減など指定管理者の経営努力により生み出された余剰金は、原則として精算に

よる返還を求めません。逆に利用料金収入などが減少した場合でも、指定管理料によ

る補填は行いません。 

ただし、原材料費の高騰や災害等による大規模な損害等赤字の原因が指定管理者に

ない場合は、リスク分担に基づく協議により精算可能とします。他方、催物などの実

施回数が協定回数を下回った場合の経費、法令で定める職員の定足数を下回った場

合の人件費、法令に定めはないが仕様書等で定めた職員の定足数を下回り、かつその

影響で指定管理業務の一部又は全部が実施できなかった場合の人件費その他協定の

締結時に見込まれていない特段の事情の変更が生じた場合の経費など、当初の協定

金額どおり支払うことが合理的でない場合については、精算による返還を求めます。 

（３）作業報酬の支払いに関すること 

指定管理業務は、「川崎市契約条例」に規定された「特定契約制度」の対象となるこ

とから、市及び指定管理者が締結する基本協定書には、作業報酬下限額の遵守等の規

定を設けます。 
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２０ リスク分担に関すること 

指定管理業務に関する主なリスク分担については次のとおりとします。また、項目に

ないもの及びリスク分担の詳細については、協定で定めます。 

リスクの種類 内 容 

負担者 

市 
指定 

管理者 

サービスリスク サービスの質の変動に関するリスク  〇 

利用者リスク 利用者数の変動に関するリスク  〇 

収入リスク 収入の変動に関するリスク  〇 

維持管理リスク 良好な施設状態の維持に関するリスク  〇 

施設所有者リスク 
事業期間中に必要な改修等を実施することに

関するリスク 
〇  

予算リスク 指定管理料等の予算確保に関するリスク 〇  

不可抗力リスク 
地震等の自然災害や感染症の流行、テロリズ

ム等人災の発生のリスク 
〇 〇 

法令変更リスク 法令（税制を含む。）の変更に関するリスク 〇 〇 

物価変動リスク 

物価・金利の変動に伴う経費や収入の増加又

は減少 
 〇 

予測不可能な物価・金利の変動により指定管

理者の業務継続が困難となり、利用者へのサ

ービスを中断せざるをえない場合 

協議 

（１）修繕費の分担の考え方 

施設（備品を含む。）の修繕は、原則として金額の多寡にかかわらず、施設の設置主

体である市が負担すべきですが、計画的な改修工事を除く施設の修繕について、施設

を管理運営する中で、緊急性、安全性の観点から、指定管理者が迅速に実施した方が

市民サービスの維持向上に寄与すると期待される場合は、指定管理者が修繕を実施

することができます。修繕費用の分担については、次の考え方を基本に決定するもの

とします。 

ア 大規模な修繕については、市の修繕計画に従い、市の負担により行います。 

イ 指定管理者の責に帰すべき事由がある場合の修繕は、指定管理者の負担により行い

ます。 

（２）修繕費の費用負担限度額について 

指定管理料により修繕することとする１件当たりの限度額を６０万円未満とし、指

定管理者は限度額の範囲内で必要な修繕を行います。なお、６０万円以上の場合は、

必要に応じて市と協議を行います。 

 

２１ 実績評価の反映に関すること 

指定管理業務の各年度における評価結果を、次期選定時の評価に反映します。毎年度

の評価結果の「評価ランク」ごとに定める「実績反映」（＋１０％ ～ －１０％）の

割合を合計し、その合計を評価を受けた年数で除して得られる平均割合を、選定時の総

配点に乗じて得られる点を「実績評価点」として加減点します。 

【反映の例】指定期間５年のケース 
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評価ランク：１年目Ｃ、２年目Ｂ、３年目Ｂ、４年目Ｃ、選定時の総配点１００点の場合 

 

１年目 ⇒ Ｃ  ０％ 

２年目 ⇒ Ｂ ＋５％ 

３年目 ⇒ Ｂ ＋５％   （０％＋５％＋５％＋０％）÷４（年間）＝＋２．５％ 

４年目 ⇒ Ｃ  ０％ 

５年目 ⇒最終年度は、選定時期以降に評価が行われるため未算入 

この場合には、総配点１００点 × ＋２．５％ ＝ ２．５点を「実績評価点」として

加算します。 

 

評価ランク Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

実績反映 ＋１０％ ＋５％ ０％ －５％ －１０％ 

 

２２ モニタリング・評価に関すること 

施設の管理運営業務に関するモニタリング・評価を次のとおり実施します。なお、詳

細については、市と指定管理者で締結する協定で定めるものとします。 

指定管理者自身によるセルフモニタリングを義務付けるとともに、市がモニタリン

グ・評価を実施します。標準的なモニタリング・評価の方法は次のとおりとします。 

※ 評価委員会は、学識経験者、市民館の運営に関して専門知識を有する者及び財務の専門

家等で構成され、指定管理者の行った管理運営業務の評価に関することなどを審議しま

す。 

 

 

種類 目的 実施者 実施時期 実施後の対応 

モニタリ

ング 

履行状況

確認 

指定管理

者 

毎日：業務記録 

毎月：事業実績・履行状況確認 

   事故・苦情対応報告 

四半期：サービスの質報告 

・自己改善 

・市に報告 

市 

毎月：事業実績・履行状況確認 

四半期：サービスの質報告 

四半期又は半年：経営状態確認 

・改善指導 

・指定管理料減額 

・指定取消 

事業評価 

成果確認 市 年度終了後速やかに 

・市に報告 

・評価委員会による 

確認 

・指定管理者に通知 

・評価結果の公表 

・達成度に応じた対

価の支払い 

市の評価

の妥当性

判断 

評価委員

会 
翌年度６月末めど 

総括評価 

制度導入

効果の検

証 

評価委員

会 

指定期間最終年度の前の年度

の事業評価後速やかに 

・指定管理者制度の

継続、見直し等 
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２３ 業務の引継ぎに関すること 

（１）指定管理者は、指定期間の始期（令和８（２０２６）年４月１日）から円滑に事業が

実施できるよう、指定管理者が自らの責任と費用負担において、指定後の令和７（２

０２５）年１０月以降、速やかに事業運営の準備を開始することとします。 

（２）設備・備品、帳簿等に関する業務の引継ぎについては、指定管理者が市から確実に引

継ぎを受けることとします。 

（３）事業運営の準備及び業務引継ぎに関する期間、日程及びその方法等については、市及

び指定管理者が協議して定めます。 

 

２４ 指定管理者による業務の継続が困難になった場合 

指定管理者の責に帰すべき事由によって業務の継続が困難となり、サービスを中断

することが利用者や市民に対して多大な影響を及ぼす場合、新たな指定管理者を指定

するまでは、指定管理者は市の監督の下で業務を継続します。 

これが困難な場合は、市が別の事業者を指名して事業を実施します。この場合の経費

については、指定管理者の負担とします。 

 

２５ 指定管理者選定過程で不祥事等が発生した場合の対応に関すること 

指定の手続き過程（公募開始から基本協定書締結までの間）で、指定管理予定者（指

定管理者）を指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事象が生じた場

合は、指定を取り消す場合があります。 

 

２６ コンプライアンス（法令遵守）に関すること 

応募者に発生したコンプライアンスに関する事実については、評価委員会での審議

に反映できるよう報告する必要があります。過去２年間に次のような事由があった場

合は、コンプライアンス（法令遵守）に関する申告書（様式６）を提出してください。

なお、該当事由がない場合も、その旨を記載して提出してください。 

（１）市からの指名停止に該当する事由があった場合（川崎市競争入札参加資格者指名停止

等要綱に規定する措置要件への該当の有無で判断） 

（２）法人等に次の事由があった場合 

「労働基準法（昭和２２年法律第４９号）」、「不正競争防止法（平成５年法律第４７

号）」、特定の業種の営業について特別の定めを置く法律その他の法令の違反により、

公訴を提起され、又は、行政庁による監督処分がなされたとき。 

（３）法人等の役員又はその使用人による次の事由があった場合 

業務上の贈賄、横領、窃取、搾取、器物破損その他指定管理者としての業務の健全か

つ適正な運営に重大な支障を来す行為又はそのおそれがある行為があったとき。 

※選定結果に関する通知が到着するまでの間は、本件提案に係る提出書類の提出後

であっても、上記（１）～（３）の事由が生じた場合は、速やかに市の書面で報告

してください。事由によっては、再審査を行う場合があります。 

 

２７ 適格請求書等保存方式（インボイス）に関すること 

指定管理者は、利用料金を収受する場合、適格請求書等保存方式（インボイス）へ対

応することとし、令和８（２０２６）年３月３１日（募集終了時までに登録が望ましい
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が、遅くとも指定管理開始日前日までに登録）までに適格請求書発行事業者として登録

されていることを必要とします。 

なお、グループの場合、利用料金を収受する構成団体はインボイス事業者の登録が必

要になります。 

 

２８ 留意事項 

（１）関係法令等の遵守 

指定管理者は、指定管理業務の内容に応じて、関連する関係法令、条例、規則等を遵

守することとします。 

（２）情報公開 

指定管理者は、指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等で、指定管

理者が管理しているものについては、「川崎市情報公開条例」等、関係法令にのっと

り、適正な情報公開に努めるものとします。 

（３）個人情報の保護 

指定管理者は、指定管理業務を行うに当たり、「個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）」に基づき、個人情報の取り扱いには十分留意し、情報の漏洩、

滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するた

めに、業務従事者等に対して研修を行う等必要な措置を講じるものとします。 

（４）行政手続きの準用 

指定管理者は、「行政手続法（平成５年法律第８８号）」及び「川崎市行政手続条例（平

成７年川崎市条例第３７号）」における「行政庁」にあたることから、同法及び同条

例の規定の適用を受けることとなります（審査基準・処分基準・標準処理期間の策定・

公表、行政処分実施時における一連の手続執行等）。また、指定管理者は同条例の「市

の機関」には当たりませんが、市の機関に準ずるものとして、指定管理者が施設の利

用者等へ指導を行う場合には同条例第４章（行政指導）の趣旨にのっとり適切に行う

ようにしてください。 

（５）守秘義務 

指定管理者は、管理業務の遂行に当たり知り得た秘密を外部に漏らし、又は当該業務

以外の目的で使用することはできません。また、市は、必要に応じて、指定管理者が

実施する情報セキュリティ対策に関して確認を行うことがあります。 

指定管理者が「川崎市公共施設予約システム（ふれあいネット）」等、市の情報シス

テムを利用して業務を行う場合は、市の情報セキュリティ基準等を遵守してくださ

い。また、指定期間終了後も同様とします。 

（６）災害時等の施設利用 

災害時等において、市が、市民の生命・身体・財産を保護するために、本施設を利用

する場合は、市の指示により施設を提供し、その管理運営を行います。 

（７）市内中小企業の活用推進 

指定管理者は、業務の一部を第三者に委託する場合、「川崎市中小企業活性化のため

の成長戦略に関する条例（平成２７年川崎市条例第８４号）」の趣旨を踏まえ、市内

業者（川崎市内に本社を有する業者）の育成及び市内経済の活性化を図るため、市内

中小企業者を優先して活用することとします。 

（８）指定管理者に貸与する物品の管理 
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市から貸与される物品については、「川崎市物品会計規則（昭和３９年規則第３２号）」

等の規定に基づき、適切に管理するものとします。 

（９）前受金の取扱い 

当該事業年度外の施設利用許可に基づき、前納で利用料金を受領した場合には、当該

年度の利用料金収入とはできないものとします。また、次期指定管理者に業務を引き

継ぐ場合は、次年度分の前受金を引き渡すものとします。 

（１０）業務の継続性の確保 

災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合における業務の継続性を確保する

ために、市が定める「指定管理者制度導入施設における災害対応に関する方針」を踏

まえ、指定管理者が管理する本施設又は運営する事業について、業務の継続性を確保

するように努めるものとします。 

 

２９ 問い合せ先 

（１）住 所 〒２１０-８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 

（２）担当課 川崎市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習推進課（事業調整担当） 

（３）電 話 ０４４-２００-１８０６ 

（４）ＦＡＸ  ０４４-２００-３６７９ 

（５）メール 88syogai@city.kawasaki.jp 

  


